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種 類 点 数 内 訳 平均距離

電子基準点 1,240 20 km

三角点 109,074 一等三角点 975 25 km

国土地理院の基準点（全国）国土地理院の基準点（全国）

１．基準点の設置状況１．基準点の設置状況

三角点 109,074 一等三角点 975
二等三角点 5,060
三等三角点 32,326
四等三角点 70,713

25 km
8 km
4 km

1.5 km

水準点 18,239 基準水準点 86
一等水準点 14,682
二等水準点 3,471

150km
2 km   
2 km    

合 計 128,553

（（20112011年年33月月3131日現在）日現在）
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基本測量＝基本測量＝すべての測量の基礎、国土地理院が実施すべての測量の基礎、国土地理院が実施

公共測量＝公共測量＝国・地方公共団体による測量国・地方公共団体による測量

国土に位置の基準を与えるインフラ国土に位置の基準を与えるインフラ

測量標（電子基準点、三角点、水準点を表す標石及び
金属標）

測量成果（測量標の緯度、経度、高さ）

基準点の役割基準点の役割
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公共測量＝公共測量＝国・地方公共団体による測量国・地方公共団体による測量

基本測量成果に基づき実施基本測量成果に基づき実施

基本測量（国土地理院）
基本基準点 ： 約13万点

電子基準点、三角点、水準点等

公共測量（国・地方公共団体）
公共基準点 ： 数100万点

１～４級基準点、街区基準点、地籍図根三角点等



２２．電子基準点で観測された地殻変動．電子基準点で観測された地殻変動

＜水平変動＞

八戸
約50cm
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牡鹿
約5.3m

銚子
約40cm



北海道で観測された地殻変動北海道で観測された地殻変動

道南で
南東方向に
10～20cm
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八戸
約50cm



２２．電子基準点で観測された地殻変動．電子基準点で観測された地殻変動

＜上下変動＞
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牡鹿
約1.2m
沈降



◇測量法第30条（測量成果の使用）

２ 国土地理院の長は、前項の承認の申請があつた場合において、次の各号
のいずれにも該当しないと認めるときは、その承認をしなければならない。

一 申請手続が法令に違反していること。
二 当該測量成果を使用することが当該測量の正確さを確保する上で

適切でないこと。

３３．．測量成果の取り扱い測量成果の取り扱い
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国土地理院の長は、地かく、地ぼう又は地物の変動その他の

事由により基本測量の測量成果が現況に適合しなくなった場合においては、
遅滞なく、その測量成果を修正しなければならない。

◇測量法第31条（測量成果の修正）



測量成果の公表停止測量成果の公表停止

東北地方太平洋沖地震の地殻変動によって
基準点の相対的位置関係が大きく変化
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変動した基準点の測量成果を使用して公共測
量等を実施すると、正確な測量成果が得られない。

基準点測量成果の公表を停止（基準点測量成果の公表を停止（2011/3/142011/3/14））



電子基準点・三角点の成果公表停止地域電子基準点・三角点の成果公表停止地域

推定歪みが2ppmを超えた地域
で成果停止（3月14日）

三角点約4.4万点停止
電子基準点438点について、

5月31日に新しい測量成果を公表

断層モデルから計算された推定歪み
三角点成果公表停止地域 10



水準点の成果公表停止範囲水準点の成果公表停止範囲

上下変動が数cmとなる地域で
成果停止（水準路線単位）

水準点：約1500点

成果停止水準路線地震に伴う上下変動量
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A：早期復興等のための測量成果ニーズ
→ 被災地復興に係る早期の測量作業の実施

B：余効変動等が収まった後に算出したい
→ 短期間での再停止は逆に社会的混乱・コストの増大を招く

相反する
要件

◇改定時期の検討◇改定時期の検討

４．測量成果の改定４．測量成果の改定
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◇精度的要件◇精度的要件

許容精度：隣接する電子基準点間で2ppm程度の相対精度

・理想的には歪の全くない成果体系の構築 → 現実的には困難

→ どこまでの相対精度を許容するか？

（参考）・公共測量作業規定準則：GNSS観測の許容範囲（水平）⇒ 60mm+20mm√N （結合多角or単路線の場合）
→既知点となる電子基準点の座標誤差として60mmを許容

・点間距離を約20kmとすると、60mmの誤差=3ppmに相当→安全側を見て2ppmの相対精度で管理



東北地方太平洋沖東北地方太平洋沖地震後地震後の地殻変動（水平）の地殻変動（水平）
（期間：2011.3/12～5/6-7） （期間：2011.3/11～4/17）

0.0 +0.5

(m)13



東北地方太平洋沖東北地方太平洋沖地震後地震後の地殻変動（上下）の地殻変動（上下）
（期間：2011.3/12～5/6-7） （期間：2011.3/11～4/17）

-0.1 +0.1

(m)14



4/1 4/1
【北茨城（950214）】 【銚子（93022）】

（期間：2011.3/11～4/23）

東北地方太平洋沖東北地方太平洋沖地震後地震後の地殻変動（時系列）の地殻変動（時系列）

4月11日福島県
浜通りの地震

・余効変動は地震直後から時間経過につれて徐々に減少
・余震の発生した地域ではその影響も受ける
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0

電子基準点の観測結果から
対数関数※で近似

余効変動量の推定余効変動量の推定

（c, a:定数、τlog:時定数、t：経過時間）

35・計算時期が早いほど変動量は大きい 0

3650
3/11からの経過日数

山田（950167）の推定余効変動

※余効変動を近似する数式モデルとして、指数関数と対数関数が
用いられるが、この時点では地震直後の余効すべりが支配的と
考え対数関数で近似

将来の蓄積歪量等を考慮し
適切な成果改定時期を検討

4/1
5/1

6/1 10/1
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35・計算時期が早いほど変動量は大きい
・各点で変動速度は異なる

→成果改定時期を「5月末」に設定



日本経緯度原点・日本水準原点の原点数値改正日本経緯度原点・日本水準原点の原点数値改正

【日本経緯度原点】 我が国における地理学的経緯度を決めるための基準

【日本水準原点】 我が国における高さを決めるための基準

測量法施行令第二条（日本経緯度原点及び日本水準原点）
法第十一条第一項第四号 に規定する日本経緯度原点の地点及び原点数値は、次のとおりとする。
一 地点 東京都港区麻布台二丁目十八番一地内日本経緯度原点金属標の十字の交点
二 原点数値 次に掲げる値
イ 経度 東経百三十九度四十四分二十八秒八七五九
ロ 緯度 北緯三十五度三十九分二十九秒一五七二
ハ 原点方位角 三十二度二十分四十四秒七五六（前号の地点において真北を基準として右回りに測定した茨城県つくば市北郷一番地内つくば

超長基線電波干渉計観測点金属標の十字の交点の方位角）
２ 法第十一条第一項第四号 に規定する日本水準原点の地点及び原点数値は、次のとおりとする。
一 地点 東京都千代田区永田町一丁目一番二地内水準点標石の水晶板の零分画線の中点
二 原点数値 東京湾平均海面上二十四・四一四〇メートル

日本経緯度原点（東京都港区麻布台） 日本水準原点（東京都千代田区永田町）

原点数値原点数値→→測量法施行令第二条で規定測量法施行令第二条で規定
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● ●

今回の地震に伴い、日本経緯度原点は約20cm東へ移動し、
日本水準原点は約5cm沈降したと推定

地震に伴う地殻変動による原点数値の改正地震に伴う地殻変動による原点数値の改正

地震に伴う地殻変動（水平） 地震に伴う地殻変動（上下）

10cm50cm

原点の位置が移動したことにより、原点の地点と、測量法施行令第２条の
示す原点数値に乖離が生じた。

測量の正確さを確保するため、原点数値を改正する必要
18



日本経緯度原点の原点数値決定の手順日本経緯度原点の原点数値決定の手順

①国際観測*により、
つくばVLBI局の2011
年5月24日現在の位
置を測定

*この観測は、地理学的経緯度の測定

に関する国際的な決定のために行わ
れているものである。

②つくばVLBI局の位置

を基準に、日本経緯度
原点及び周辺の電子
基準点においてを実施。

日本経緯度原点

日本経緯度原点における位置の測定

電子基準点
（GPS連続観測点）

地図上に
▲で示した点

つくば超長基線電波干渉計
（VLBI）
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日本水準原点の原点数値決定の手順日本水準原点の原点数値決定の手順
＜油壺験潮場における観測の現状＞

①1894年から常時潮位観測を実施

②日本水準原点と油壺験潮場との間
で水準測量を繰り返し実施している

③ 2002年に局舎屋上にＧＰＳ観測点
を設置し、連続観測を開始

・海面の長期的な変動傾向は明瞭には見られない

・油壺験潮場は約3mm/年の沈降傾向
・地震直前の験潮場固定点の標高：2.4184m

・油壺験潮場では、東北地方太平洋沖地震に
よる有意な上下変動は認められず

※気象庁「気候変動監視レポート2010」においても同様の結論が得られている。

※標高値は2011年1月現在

油壺験潮場

日本水準原点
以上から、原点数値の測定は以下の方針により行う
①平均海面には変動がないものとみなす。
②油壺験潮場の地震直前の標高値を元に、水準
測量により日本水準原点の原点数値を求める。
③②の精度検証のため、別の水準路線による検測も実施。

原点数値測定結果：
2.4184 ＋ 21.9714 ＝ 24.3898 ≒ 24.3900 (m)

（油壺標高） （水準測量結果） （端数処理）
20



新しい原点数値について新しい原点数値について
（１）日本経緯度原点の原点数値の改正（施行令第２条第１項関係）

[1]経度
旧「東経139度44分28秒8759」
新「東経139度44分28秒8869」（+0.011秒）

[2]緯度
北緯35度39分29秒1572（変更なし）

ほぼ東に約27cm移動

平成２３年１０月１８日平成２３年１０月１８日閣議決定閣議決定
平成２３年１０月２１日公布平成２３年１０月２１日公布・施行・施行

（２）日本水準原点の原点数値の改正（第２条第２項関係）

旧「東京湾平均海面上24.4140メートル」
新「東京湾平均海面上24.3900メートル」（－0.024メートル）

約2.4cm沈降

地震に伴って原点数値を修正するのは1923年の関東大震災以来。 21



電子基準点成果改定の流れ電子基準点成果改定の流れ
電子基準点364点の成果公表停止

（3/14）

東日本地域においては、最新のVLBI
及びGPS観測に基づいて成果計算

地震に伴う変動の小さい北海道及び
西日本地域においては、従来の

「測地成果2000」を利用

22

計算の結果、成果公表停止地域の
境界付近で精度が十分確保できない

ことが判明

成果改定を行う地域に富山県、石川
県、福井県、岐阜県を含め、電子基

準点の改定成果を計算

新しい測量成果を公表（5/31）

新しい新しい測量成果測量成果→→「測地成果「測地成果20112011」」（元期（元期20112011年年55月月2424日）日）

新旧成果の差



電子基準点改定成果の公表（電子基準点改定成果の公表（5/315/31））

3/14 １都15県
（364点）

↓
5/31 １都19県

（438点）
・「小高」を除く電子基準点438点
・成果算出地域：3/143/14停止地域停止地域＋

富山・石川・福井・岐阜富山・石川・福井・岐阜

※４県の三角点は同日成果停止
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※４県の三角点は同日成果停止

電子基準点成果公表地域及び点数

被災地等での電子基準点を被災地等での電子基準点を
利用した公共測量等が可能に利用した公共測量等が可能に



三角点測量成果のパラメータ改算三角点測量成果のパラメータ改算

成果成果公表停止公表停止地域の地域の
三角点の総数は三角点の総数は約約44,00044,000点点

東北地方太平洋沖地震に伴い東北地方太平洋沖地震に伴い
１１都都1919県県の三角点の三角点

測量成果が公表停止測量成果が公表停止
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すべての三角点で観測をすべての三角点で観測を
実施することは不可能実施することは不可能

一部の三角点で現地測量。一部の三角点で現地測量。
補正パラメータ改算による補正パラメータ改算による
成果改定を実施成果改定を実施



高度地域基準点高度地域基準点
東北～関東・甲信越地方東北～関東・甲信越地方

600600点点

5月31日に改定された電子基準点を
基準に高度地域基準点測量を実施し、
約600点の改定成果を求める。

電子基準点と高度地域基準点にお
ける変動から、周辺の三角点におけ
る変動量を補間計算。未改測三角点

パラメータ改算の流れパラメータ改算の流れ
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三角点改測三角点改測
主に太平洋沿岸主に太平洋沿岸

13001300点点

る変動量を補間計算。未改測三角点
の成果にその変動量を補正し、地震
後の測量成果を算出。

補正パラメータで求めた三角点の一
部については、別途GNSS観測作業を
行い、改定成果の精度を検証する。



電子基準点

宮古
2.72m

三角点（高度地域基準点測量）

電子電子基準点及び三角点で検出基準点及び三角点で検出した地殻変動した地殻変動

km

1m

牡鹿
5.60m

いわき
2.30m

→ 電子基準点
→ 三角点

26

・高精度な位置基準の提供
・地殻変動の監視
・セミ・ダイナミック補正に用いる

地殻変動モデルの作成

高度地域基準点とは？

・全国から選定した骨格的な三角点2400点
・電子基準点を与点とした6時間以上の

GPS観測を行う



補正パラメータとは、地殻変動によって生じた公共測量成果等のずれ
を補正するためのもので、電子基準点や三角点で検出した地殻変動
データをもとに作成した、約１ｋｍメッシュの格子点データです。

補正パラメータの作成補正パラメータの作成

グリッドの例

：パラメータのあるグリッド

：電子基準点などの地殻変動量

：グリッド上の補正量

3km



当該基準点が属するメッシュの四隅の補正量から、補間により基準点の
座標値の補正量を求め、旧座標値に加算し、新しい座標値を求めます。

基準点成果の座標補正・標高補正基準点成果の座標補正・標高補正

補正する基準点

電子基準点など
三角点 公共基準点
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補正する基準点

：パラメータのあるグリッド

：補間による補正量

：グリッド上の補正量

：電子基準点などの地殻変動量

補正の例

地震前の座標

＋

補正量

＝

補正後の座標

X=１２３４．００m X=－０．１０m X=１２３３．９０m

Y=７８９０．００m Y=＋０．５０m Y=７８９０．５０m

三角点、公共基準点は、経度・緯度及び高さの基準になります。

X座標・Y座標の場合（Ⅹ系）



パラメータ構築に使用したものとは別に実施した
1300点の三角点における実際の変動量と補正パラ
メータを使用して求めた変動量との比較を行う。

座標補正パラメータの座標補正パラメータの外部外部評価評価

300

350
点数

外部評価：座標補正パラメータ
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：補正パラメータによる補正量

：三角点における実際の観測による
地殻変動量

0

50

100

150

200

250

0.00 0.02 0.04 0.06 0.08 0.10 0.15 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00 m
二乗和



補正パラメータ補正パラメータ

30
この補正パラメータを用いて、約４万点の三角点の成果改定を実施



座標補正パラメータによる成果補正座標補正パラメータによる成果補正

地殻変動を補正するためのソフトウェア(PatchJGD）
補正パラメータ

ソフトウェア（PatchJGD）のメイン画面

国土地理院ウェブページから

ダウンロードして、公共基準点の
成果改定に利用可能

座標補正パラメータによる公共点の成果改算も公共測量です 31



水準点の網平均計算水準点の網平均計算

精密測地網高精度三次元測量精密測地網高精度三次元測量

（水準測量）の実施
・一等水準点：約1900点
・一等水準路線：約3600km

32

成果改定
（10月３１日公表）

・新しい水準原点の原点数値
・多点固定による網平均計算

成果改定しない水準路線と接続する
必要があるため



交6031

6960

浅虫

電子基準点「二戸」の楕円体高の変化

1996/5/1  ～2011/7/1の楕円体高
交6006 交6960

交5496

5508

交9

5527-2

1996/5/1  ～2011/7/1の楕円体高
変化 ほぼ0cmと見なせる

電子基準点
二戸 5527-2



水準点の標高変動量水準点の標高変動量

東北地方太平洋沖地震に伴う標高変動量
電子国土サイト

http://vldb.gsi.go.jp/sokuchi/www_kido/
index2.html

34



水準測量結果の評価水準測量結果の評価
水準点（交点）の標準偏差

35



セミ・ダイナミック補正のセミ・ダイナミック補正のパラメータ（地震後）パラメータ（地震後）

１．新しい測量成果の元期

地域 元期

北海道及び

西日本（右図で色を付けて
いない地域）

1997年1月1日
（従前どおり）

右図の赤色及び黄色を付
けた地域

2011年5月24日

三角点測量成果の改定地域

２．セミ・ダイナミック補正のパラメータ２．セミ・ダイナミック補正のパラメータ

定義：定義：
今期今期（電子基準点のF3解）と
元期元期（測量成果）の差

赤色の地域（緑色の地域を除く）では、元期の
変更に伴い2011年度版パラメータは理論上０※。

緑色の地域では、東に行くほど2011年度版
パラメータは０に近づく。

それ以外の地域のパラメータは従来どおり
構築（基準日は2011年5月24日）。

36

：3月14日に成果を停止した地域

：5月31日に成果を停止した地域



20112011年度版補正パラメータ年度版補正パラメータ（震災後）（震災後）についてについて

37



震災後のセミ震災後のセミ・ダイナミック・ダイナミック補正のパラメータの取り扱い補正のパラメータの取り扱い

2011年度版パラメータ ←通常は4/1から公表
（地震のため延期）

電子基準点
2010年度版

2010/4/1 2011/3/11 4/1 5/31 2012/3/316/27

2010/4/1 2011/3/11 4/1 5/31 2012/3/31

１．公表スケジュール

２．適用対象期間

地震発生
電子基準点
成果公開日

6/27

・2010年度版補正パラメータの対象外
・電子基準点の改定成果＋2011年度版補正パラメータの組み合わせで使用電子基準点

成果改定
地域

2011年度版

電子基準点
成果改定
地域以外

2010年度版

2011年度版

※有効期間を延長

※補正パラメータは、電子基準点成果改定地域以外では、2010年度版を延
長して利用してきたが、6月27日の公開以降は2011年度版を利用する。
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５．まとめ５．まとめ

・最大で水平約5.3m、沈降約1.2m

・推定歪みや上下変動を考慮し、・推定歪みや上下変動を考慮し、3/143/14に測量成果の公表停止に測量成果の公表停止

・電子基準点364点、三角点約4.4万点（1都19県）（5/31に４県追加）
・水準点約1500点

・平成・平成2323年東北地方太平洋沖地震（年東北地方太平洋沖地震（M9.0M9.0）に伴い、広範囲で）に伴い、広範囲で
顕著な地殻変動を検出顕著な地殻変動を検出

・電子基準点の改定成果は・電子基準点の改定成果は55月月3131日公表日公表

・三角点・水準点の改定成果は・三角点・水準点の改定成果は1010月月3131日公表日公表

・水準点約1500点

・セミ・ダイナミック補正のパラメータ（・セミ・ダイナミック補正のパラメータ（20112011年度版）の公表年度版）の公表

・電子基準点成果公開後、F3解との組み合わせにより構築

・新しい電子基準点、三角点、水準点の測量成果：「測地成果2011」

39

・日本経緯度原点・日本水準原点の原点数値の改正・日本経緯度原点・日本水準原点の原点数値の改正


